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草津市の財政状況と保育所・幼稚園の運営費 

Ⅰ．草津市の財政状況 

 １．全会計・予算規模の推移 直近 10 年間（H16～H25） 

 
 
 ２．特別会計（一部）の状況 
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  (2)介護保険事業 

 
 
 ３．市税収入当初予算額の推移 直近 10 年間（H16～H25） 

 

 
 



3 
 

 ４．基金残高の推移 直近 10 年間（H16～H25） 

 
 
 ５．一般会計・市債残高の推移 直近 10 年間（H16～H25） 
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６．一般会計・市債残高 
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７．一般会計・歳出目的別当初予算額の推移 直近 10 年間（H16～H25） 
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８．一般会計・歳出性質別当初予算額の推移 直近 10 年間（H16～H25） 
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 ９．性質別歳出のポイント                     （単位：百万円） 
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 １０．社会保障関係予算 

 
 １１．各種財政指標 
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 １２．プライマリーバランスの推移 直近 10 年間（H16～H25） 

 

 
 
【引用データ等】草津市ホームページ（http://www.city.kusatsu.shiga.jp） 
         『分野別で探す 市勢・まちづくり』→『財政』→『予算・決算』→ 

『平成 25 年度当初予算概要』→『平成 25 年度当初予算の特徴』 
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Ⅱ 国の財政状況 

 １．一般会計における歳出・歳入の状況 

 

 

 
 ２．公債残高の累計 
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 ３．債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比） 

 
４．わが国財政を家計に例えたら 
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 ５．年金や医療関係の給付と財政の関係 

 
 ６．少子高齢化と社会保障給付費の関係 
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 ７．一般会計歳出の構造の変化 

 
８．社会保障支出と社会保障以外の支出の国際比較 
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 ９．国と地方の基礎的財政収支（プライマリーバランス）の推移 

 
 
 
【引用データ等】財務省ホームページ（http://www.mof.go.jp） 
         『日本の財政を考える』→『財政データ一覧から調べる』 
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Ⅲ．草津市における保育所と幼稚園の運営経費について 

 平成２３年度の草津市決算に基づき、統計的に処理し、認可保育所（園）と幼稚園の運営経費等

のデータを参考数値として、概算的に算出しています。なお、私立認可保育園については、市から

支出している運営費および運営補助金のベースで算出しているため、各私立認可保育園の決算デー

タと附合しません。また、私立幼稚園については、県所管であり、金額的なデータはありません。 

 

１．運営費の内訳 
 認可保育所（園）や幼稚園の運営経費は、人件費、事業費・管理費に大別されます。 
 
 ○人件費：所（園）長、保育士・幼稚園教諭、看護師、調理員等の給与等 
 ○事業費：保育や教育の実施に要する費用（材料費など、給食費も含まれます。） 
 ○管理費：施設の維持管理に要する費用（光熱水費、通信運搬費、修繕料等） 

＊その他、施設の大規模な修繕や改築（建替え）等に係る臨時的な経費もあります。 
 

公立認可保育所・幼稚園を例に取れば、人件費が大半の割合を占めています。私立認可保育園・

幼稚園についても、一般的に、人件費が運営経費の大半を占めます。 
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２．運営の仕組み 
 認可保育所（園）や幼稚園の運営財源については、保育料（保護者負担）に加え、市・県・国か

らの財源負担（税金）により、大半が賄われています。 
 
（１）公立認可保育所の場合 
 保育料で約２割、残りの大半は市の一般財源（市民の税金）で賄われています。一般的な運営経

費については、障害児保育等を除き、国・県の補助金や負担金はありません。 

 
 
（２）私立認可保育園の場合 
 私立認可保育園の運営費の財源は、市からの運営委託費と運営補助金から賄われています。運営

委託費と運営補助金については、市が一括して支出していますが、国・県の財源負担があります。 
 財源負担の構成としては、保育料で約３割、国の財源で約２割、県の財源で約 1.5 割、市の一般

財源（市民の税金）で約４割となっています。（保育料の占める割合が公立より多くなっていますが、

運営に係る費用全体が公立・私立で異なるためで、私立保育料が高いというわけではありません。） 
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◆私立認可保育園の運営費のフレーム 
〔支出〕 

 
 
 

〔収入〕 

 
 
 
 
 
 

〔参考〕公立保育所に置き換えた場合 

 

 
＊その他、延長保育や一時預かり、障害児保育等の通常保育以外の費用については、運営補助金が

交付されています。（市が国・県の補助を含め、一括して補助金交付） 
 
 
（３）公立幼稚園の場合 
 保育料で約２割、残りは市の一般財源（市民の税金）で賄われています。一般的な運営経費につ

いては、国・県の補助金や負担金はありません。 
 

 

本来の保育料（国の定める保育料基準額） 

実際の保育料（市保育料）    市による保育料軽減額 

国・県・市の負担額 

国負担額 

(1/2) 

県負担額 

(1/4) 

市負担額 

(1/4) 

通常の保育に係る費用（運営費） 

（市が一括して国の定める保育単価に基づき支弁） 
 

市負担額 

(100%) 

本来の保育料（国の定める保育料基準額） 

実際の保育料（市保育料）    市による保育料軽減額 
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（４）私立幼稚園の場合 
 国県からの私学助成と保育料で賄われています。保育料については、就園奨励費や保育料補助金

を保護者に給付することにより、保護者の負担軽減を図っています。 
 
◆私立幼稚園の運営費のフレーム 

〔支出〕 

 
 
 
 
 〔収入〕 

 
 
 
 

〔参考〕公立幼稚園に 

置き換えた場合 

 
 

通常の保育に係る費用 

 

園で定める保育料 私学助成 

（国・県で負担） 

市で定める 

保育料 
市負担額 
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３．児童一人あたりの保育費用と財源内訳 
 認可保育所（園）では、平均すると児童一人あたり１００万円代の保育費用（給食費用含む。）が

かかり、その２～３割が保護者負担で賄われています。公立保育所と私立保育園を比較すると、公

立保育所の方が１人あたりの保育費用は高くなっています。 
 幼稚園では、公立幼稚園の場合、平均すると４０～５０万円の保育費用がかかり、その約２割が

保護者負担で賄われています。私立幼稚園のデータは県所管につき、ありません。 
 保育所と幼稚園では、一人あたりの運営費に差がありますが、保育所での低年齢児保育について、

配置基準上、手厚い保育士配置が必要なため、人件費が上昇することなどのためです。 
 

 
＊私立保育園については、市から支出している運営費および運営補助金のベース 
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４．施設規模別の児童一人あたりの保育費用 
 公立保育所・幼稚園ともに、比較的規模の小さい施設について、一人あたりの保育費用が高くな

っています。 

 

＊各施設の定員ではなく、平成 23 年度における実際の月平均保育人数により、区分しています。 

 
 
 
 
 

対象なし 

対象なし 
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